◇農地法等の一部改正について
平成２１年６月２４日に農地法等の一部が改正され、同年１２月１５日に施行
となりました。
新しい農地制度の目的
　①農地の減少を食い止め、農地を確保
　②農地を貸しやすく・借りやすくし、農地を最大限に利用　
これにより、我が国の耕作者の地位の安定と食料の安定供給を図る。
大きな改正点
1 農地の確保
転用規制が厳しくなりました。
　ア　農振農用地区域内の農地については、担い手に対する利用の集積に
支障を及ぼすおそれがある場合、除外を制限しております。
イ　違反転用に対する罰則が厳しくなりました。
2 農地の貸し借りの緩和
一定の条件を満たす、農業生産法人以外の法人も農地を借りられるようになりました。
その他の主な改正点
○　農地の権利取得に係る下限面積の基準（５反要件）
農地の所有権移転には通常５反以上の経営面積が必要となっております。
改正後は、市の農業委員会が別段の面積を設定できることとなりました。
農業委員会では、現行どおり「薮田地区のみ３反以上、その他は５反以上」に決定しております。
○　賃借料情報の提供
これまで農業委員会が３年ごとに定めておりました「標準小作料」が、
農地法の改正により廃止となり、代わって賃借料情報を提供することとな
りました。
平成２０年中に利用権設定された賃借料実績データを集計し、最高額・
最低額などを算出して、賃借料情報として提供します。
　そのデータを参考に当事者間で金額を決めていただくことになります。
○　農地の相続等の届出制度の創設
　改正後は、相続等により農地の権利を取得したときは、農地の有効利用を図るため（耕作放棄地としないため）農業委員会への届出が必要となりました。あっせんを希望する場合は、氷見市農業委員会事務局までご連絡下さい。（様式例は、相続の場合です。）
　　
問合せ先　氷見市農業委員会事務局　(７４－８０９６
様式例第３号の１
農地法第３条の３第１項の規定による届出書
　　
平成    年　　月　　日　
　氷見市農業委員会会長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　
氏名　　　　　　　　　　印　(続柄)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　℡　　　　　－　　　　－　　　　
下記農地（採草放牧地）について、相続　により所有権　を取得したので、農地法第３条の３第１項の規定により届け出ます。
１　届出者の氏名等
	　　　　氏　　　　　名
	　　　　住　　　　　　　　所

	　　　　　　　　　　　　　

	


２　届出に係る土地の所在等
　　
	所在・地番

	　　地　　　目
	　　面積（㎡）　　
	　　
　　備　　　考

	
	登記簿
	　現況
	
	

	別紙のとおり

	
	
	
	


３　権利を取得した日
　　平成　　年　　月　　日　　　(被相続人の死亡日)
４　権利を取得した事由　　相続　    被相続人の住所
　氏名　
５　取得した権利の種類及び内容　　所有権
６　農業委員会によるあっせん等の希望の有無　
なし　     有　
第３号の１　別紙
　届出に係る土地の所在等
　
	所在・地番

	　　地　　　目
	　　面積（㎡）　　
	　　
　　備　　　考

	
	登記簿
	　現況
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


